
これまでの取組の検証等
(年度）

令和６年

2024

令和７年

2025

平成27年 令和3年

2020 2021 2022 20232019

平成17年

2005

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 令和4年 令和5年

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

2014 2015 2016 2017 2018

49,689
48,944

48,296
47,729

47,132 46,895
46,058

45,412
44,556

43,827
42,810

42,217
41,392

40,634
39,854

39,039
38,392

37,636

H17.3

江戸崎町・新利根町・

桜川村・東町が合併し

て「稲敷市」誕生

●R4.4 市全域過疎地域指定

中期基本計画前期基本計画

第2次稲敷市総合計画
-将来像- みんなが住みたい素敵なまち～大好き♡自慢のふるさとプロジェクト～

稲敷市総合計画
-将来像- みんなが住みたい素敵なまち

後期基本計画

-重点プロジェクト-

〇宝づくりプロジェクト 〇絆づくりプロジェクト

〇人づくりプロジェクト

-重点プロジェクト-

〇子どもたちの笑顔あふれるまち

〇働きやすく住みやすいまち

〇暮らして安心安全なまち

-重点プロジェクト-

〇輝く未来のための投資

〇市民目線での行政サービスの向上

〇市民等とともに歩むまちづくりの推進

-重点プロジェクト-

〇地域活性化プロジェクト 〇人口問題プロジェクト

〇市民協働プロジェクト 〇行政改革プロジェクト

人口

合計特殊出生率
1.34 1.211.28

1300億 1522億 1155億 1575億 1423億 1607億 1671億 1620億
工・製造品出荷額（円）

578億 557億 556億 536億
商・年間販売額（円）

0.66 0.58 0.54 0.52 0.50 0.48
財政力指数

6439ha

3118戸
6367ha

1858戸
6471ha

2369戸

農・経営耕地面積(ha）・農家数（戸）

資料：農林業センサス 「茨城の商業」（商業統計調査結果報告）・令和3年経済センサス-活動調査産業別集計（卸売業・小売業） 「茨城の工業」（工業統計調査結果報告書）

●H26.5 日本創生会議による消滅可能性都市として公表 ●R3.4 旧桜川村過疎地域指定
0～14歳, 

13.0%

15～64歳, 

63.8%

65歳～, 

23.1%

H17 年齢3区分別人口割合

0～14歳, 

11.4%

15～64歳, 

62.3%

65歳～, 

26.1%

H22 年齢3区分別人口割合

0～14歳, 

9.9%

15～64歳, 

58.2%

65歳～, 

31.7%

H27 年齢3区分別人口割合

0～14歳, 

8.7%

15～64歳, 

53.9%

65歳～, 

36.7%

R2 年齢3区分別人口割合

稲敷市行政改革大綱 第2次稲敷市行政改革大綱 第３次稲敷市行政改革大綱 第４次稲敷市行政改革大綱

前期基本計画

稲敷市まち・ひと・しごと創生

人口ビジョン・総合戦略
「いなしきに住みたくなっちゃう♥プラン」

第2次稲敷市まち・ひと・しごと創生

人口ビジョン・総合戦略

●稲敷市まち・ひと・しごと創生本部有識者会議

●稲敷市行政改革推進懇話会

●稲敷市総合計画審議会

●稲敷市行政改革推進懇話会

●稲敷市総合計画審議会 ●稲敷市総合計画審議会 ●稲敷市総合計画審議会

重点プロジェクト

-総合戦略-

-行政改革大綱-

第３次

稲敷市総合計画

●稲敷市行政改革推進懇話会

★稲敷市総合計画等審議会

 （3計画を一体的に審議）

資料４

2023.07.13

前期基本計画

1



2 
 

２ 

３計画等の数値目標（ＫＰＩ）及び事業等の達成状況  これまでの取り組みの検証・総括及び総合計画の策定方針（案）  アンケート・ヒアリング調査結果等による意見・要望 

※( )：数値目標（ＫＰＩ）、●：事業等の達成割合     

総
合
計
画
（
重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
） 

◆輝く未来のための投資 

77.5％ 

 総合計画（重点プロジェクト）と総合戦略に位置付けられた事業

等の達成状況は７割を超えており、設定した数値目標（ＫＰＩ）の

達成状況も概ね良好と言えます。 

市民アンケート調査結果では、子育て支援や学校教育などの満足

度は高くなっていますが、その一方、公共交通や住環境などのイン

フラと、商業・工業・観光などの地域活力の満足度は低い評価とな

っています。 

行革大綱に位置付けられた事業等の達成状況は７割弱となってい

ますが、市民アンケート調査結果では効率的な行政運営や市民協働・

コミュニティ等の、市民参加への満足度は決して高いとは言えない

状況です。 

現在の計画における全体的な事業等の達成状況は数値的には概ね

良好である反面、国で示されている人口推計では、今後も年間 600

人程度の人口減少が続くものとされており、現在の計画で掲げてい

る人口指標を下回るものと考えられます。 

令和３年度の旧桜川村の過疎地域指定に続き、昨年度に市全域が

過疎地域となったことは、人口減少・少子高齢化との向き合い方を

大きく変える契機であり、稲敷市誕生以降、取り組んできたこれま

でのまちづくりのあり方を抜本的に見直すことが必要と思われま

す。 
 

《第３次稲敷市総合計画の策定方針（案）》 

❶検証に基づいた“新たなステージのまちづくり”へのシフト 

❷持続可能な地域づくりを推進するための“地方創生”と“行財政改革” 

❸稲敷市の“幸福”を増やすための価値観の転換 

❹本格的な“協働のまちづくり”への対応 

❺時代の変化に対応できる“柔軟な発想の経営戦略” 

 ◆人口指標一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人
口
指
標 

（1）住みやすいと感じる割合 
⇒38.3％／35.0％ 

(2)雇用の創出 
⇒342 人／200 人 

(3)学校生活の満足度 
   ⇒68.7％／65.0％ 

❶地 域 活 性 化：77.2％ 

❷いなしきっ子：76.5％ 

❸子 育 て応 援：81.7％ 

（平均）：78.7％ 

◆市民目線での行政サービスの向上 

(1)生活環境の総合満足度 
   ⇒3.07／3.00 

(2)公共交通の満足度 
   ⇒18.5％／30.0％ 

❹住みたいまち：81.3％ 

❺安 全 ・ 安 心：77.8％ 

（平均）：80.4％ 

◆市民等とともに歩むまちづくりの推進 

(1)住み続けたいと思う割合 
   ⇒63.3％／68.5％ 

(2)市民参加への満足度 
   ⇒17.3％／30.0％ 

(3)行政サービス等の満足度 
   ⇒78.4％／65.0％ 

❻市 民 協 働：62.7％ 

❼行 財 政 運 営：78.8％ 

（平均）：72.4％ 

  

◆満足度・重要度 

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査 

   

総
合
戦
略 

(1)雇用の創出 
⇒342 人／200 人 

(2)社会増減数 
⇒－201 人／－200 人 

（3）合計特殊出生率 
⇒1.03／1.43 

（4）若者の市内居住希望 
⇒46.5％／50.0％ 

❶雇 用：70.4％ 

❷移 住 定 住：58.2％ 

❸子 育 て：76.5％ 

❹ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ：73.0％ 

71.5％ 

   

行
革
大
綱 

❶行政サービスの質的向上：65.1％ 

❷効 率 的 な行 政 運 営：69.9％ 

❸持続可能な財政基盤：70.4％ 

68.9％ 

      

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ 

❶貧 困：72.6％ 

❷飢 餓：72.4％ 

❸健 康 福 祉：78.3％ 

❹教 育：75.2％ 

❺ジ ェ ン ダ ー：71.5％ 

❻水 ・ 衛 生：82.2％ 

❼エ ネ ル ギ ー：84.4％ 

❽経 済 成 長：71.5％ 

❾産 業 基 盤：78.7％ 

❿平 等：73.2％ 

⓫持続可能都市：79.6％ 

⓬消 費 生 産：77.2％ 

⓭気 候 変 動：77.0％ 

⓮海 洋 資 源：82.2％ 

⓯自 然 保 護：78.3％ 

⓰平 和 公 正：71.6％ 

⓱パートナーシップ：75.3％ 

76.5％ 

◆市の認識 

〇東京方面から見れば、“稲敷”と言われても認知度は低く、イバライ
ドやゴールデンゴールズの方が認識されています。 

〇東京に近いため、２地域居住や、通勤・通学の可能性がある地域では
ないかと思っています。 

〇自然環境や景観、霞ヶ浦が地域の魅力としてあげられるが、道路の舗
装や雑草・ごみ、無尽蔵に広がる太陽光パネルがそれを壊しています。 

〇都市的開発がほぼ皆無であり、活力を感じられていません。道の駅や
パーキングエリアの活用が進んでほしいと思っています。 

◆地域構造 

〇身近に子どもの居場所となる遊び場、コミュニティの場がありませ
ん。公園や広場、廃校跡地をうまく利活用してほしいと思っています。 

〇高齢化による移動手段（公共交通）の問題、高齢夫婦・独居老人、さ
らに空き家などは明らかに増えています。 

◆子育て環境 

〇まちの都市集積が低いため、送迎が子育てにおいて負担です。高校以
降は市外へ進学するので、その負担がさらに大きくなっています。 

〇少子化の中でも部活動（スポーツ）への関心は高く、今後クラブチー
ムへの移行等を積極的に進め、市のＰＲをしてほしいと思っています。 

◆行政・市民 

〇市を盛り上げようという市民がおり、行政や企業等との連携により、
地域への愛着の輪が広がっていくのではないかと思っています。 

〇行政と市民の間に距離があり、市の取り組みについては評価している
が、ニーズに合っていないところが見受けられます。 

ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査 

①子育て支援

②学校教育

③生涯学習

④スポーツ振興

⑤地域福祉・障がい者福祉

⑥保険・医療

⑦安心・安全

⑧自然環境

⑨リサイクル・新エネルギー

⑩住環境

⑪道路環境

⑫公共交通

⑬上下水道

⑭農業振興

⑮商業・工業・観光

⑯市民協働・コミュニティ

⑰人権・男女共同参画

⑱効率的な行政運営

⑲情報発信

-0.20

0.00

0.20

0.40

0.60

-0.50 -0.40 -0.30 -0.20 -0.10 0.00 0.10 0.20 0.30 0.40

低←満足度→高

高
←
重
要
度
→
低

区分 
2020 
[R2] 

2025 
[R7] 

（2029） 
[R11] 

2030 
[R12] 

2035 
[R17] 

2045 
[R27] 

2060 
[R42] 

人口 
ﾋﾞｼﾞｮﾝ 

将来 
展望 

（43,600） （42,000） （40,880） （40,600） （37,400） （35,700） 32,000 

総合
計画 

将来 
人口 

（40,021） （37,231） 35,000 － － － － 

目標 
人口 

（41,092） （39,374） 38,000 － － － － 

参考 

推計 
人口 

39,467 36,110 （33,458） 32,795 29,545 23,073 － 

実績 
人口 

39,039 － － － － － － 

※推計人口：国立社会保障・人口問題研究所（平成 30 年推計）、実績人口：国勢調査 

※「第3次稲敷市総合計画策定に係る市民グループヒアリング（R5.6.9及びR5.6.13実施）」 

 総合計画等審議会応募者、子育て世代、福祉関連団体、若者

世代（20代民間企業勤務者・商工会青年部）、地域おこし協

力隊 

 第3次稲敷市総合計画策定に係る市民グループヒアリング 

※「市民意識調査（R3.12月～R4.1月実施）」結果 

 総合計画等審議会応募者、子育て世

代、福祉関連団体、若者世代（20代民

間企業勤務者・商工会青年部）、地域

おこし協力隊 

 第3次稲敷市総合計画策定に係る

市民グループヒアリング 

 第3次稲敷市総合計画策定に係る

市民グループヒアリング 

 第 3 次稲敷市総合計画策定に係る

市民グループヒアリング 
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中期基本計画達成状況調査 

１）重点プロジェクト進捗状況 

①重点プロジェクトの実施状況 

 現在の第２次総合計画中期基本計画では、74 事業が重点プロジェクトとして位置づけられています。

「第４章わいわい快適に暮らすまちづくり」、「第５章がっちり市民と行政が連携するまちづくり」においては、

約３割が重点プロジェクトに位置づけられる事業となっています。各施策に重点プロジェクトが位置づけら

れている反面、特色を出した重点化が図られていないことも課題と考えられます。 

 

令和５年度実施計画調査 

②重点プロジェクト指標達成状況 

基本方針Ⅰ 輝く未来のための投資 

指標 R４年度実績 目標値（R5年） 達成度 

稲敷市を住みやすいと感じる市民の割合 
38.3％ 

（市民アンケート） 35.0％ 達成 

新たな雇用の創出 342人 200人 達成 

学校生活に満足している児童・生徒の割合 68.7％ 65.0％ 達成 

基本方針Ⅱ 市民目線での行政サービスの向上 

指標 R４年度実績 目標値（R5年） 達成度 

生活環境の総合評価（アンケートによる満足度
調査の平均値） 

3.07 
（市民アンケート） 3.0 達成 

公共交通に満足している市民の割合 
18.5％ 

（市民アンケート） 30.0％ 61.7％ 

健康でいきいきと暮らせる平均年齢※1 － 
男性 66歳 
女性 68歳 

－ 

基本方針Ⅲ 市民等とともに歩むまちづくりの推進 

指標 R４年度実績 目標値（R5年） 達成度 

稲敷市に住み続けたいと感じる割合 
63.3％ 

（市民アンケート） 68.5％ 92.4％ 

市民参加に満足している市民の割合 
17.3％ 

（市民アンケート） 30.0％ 57.7％ 

市政や行政サービスにおける市民の満足度※２ 
78.4％ 

（市民アンケート） 65.0％ 達成 

※1「健康でいきいきと暮らせる平均年齢」は統計実施が終了したため現況値が取得できない。 
※２「市政や行政サービスにおける市民満足度」は市民アンケートにおける「効率的な行政運営」に対する「満足」＋

「ふつう」の回答率。 

23.7%

14.5%

18.6%

31.1%

29.8%

76.3%

85.5%

81.4%

68.9%

70.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第１章 すくすく子育て学びのまちづくり

（子育て・学び）

第２章 いきいき元気に暮らすまちづくり

（福祉・健康）

第３章 ゆうゆう安心・安全に暮らすまちづくり

（生活安全・環境保全）

第４章 わいわい快適に暮らすまちづくり

（都市基盤・産業観光）

第５章 がっちり市民と行政が連携するまちづくり

（市民参画・行財政）

重点プロジェクト位置づけあり 位置づけなし
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③重点プロジェクト事業別目標達成状況 
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業

給
食
費
の
見
直
し
検
討
（
給
食
費
一
部
無
償
化
事
業
）

教
育
セ
ン
タ
ー
運
営
事
業

奨
学
資
金
貸
与
事
業

図
書
館
サ
ー
ビ
ス
事
業

防
災
教
育
推
進
事
業

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
（
幼
児
教
育
・
保
育
事
業
）

子
ど
も
の
未
来
応
援
商
品
券
交
付
事
業

子
育
て
支
援
セ
ン
タ
ー
事
業

／

三
世
代
交
流
事
業

／
セ
カ
ン
ド
ブ
ッ
ク
事
業

乳
幼
児
健
康
支
援
事
業

妊
産
婦
支
援
事
業
（
不
妊
治
療
費
助
成
等
、
電
子
母
子
手
帳
サ
ー
ビ
ス
）

放
課
後
子
ど
も
教
室
推
進
事
業

放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
（
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
）

幼
児
教
育
・
保
育
施
設
環
境
整
備
事
業

幼
児
施
設
再
編
整
備
事
業

サ
イ
ク
リ
ン
グ
環
境
整
備
事
業

橋
梁
維
持
補
修
事
業

公
共
下
水
道
整
備
事
業

公
共
交
通
利
用
券
補
助
事
業
（
タ
ク
シ
ー
利
用
券
補
助
事
業
）

子
育
て
世
帯
住
宅
建
設
事
業

若
年
夫
婦
及
び
三
世
代
同
居
マ
イ
ホ
ー
ム
取
得
支
援
，
リ
フ
ォ
ー
ム
支
援
事
業

水
道
事
業

地
域
公
共
交
通
対
策
事
業

民
間
住
宅
家
賃
補
助
事
業

和
田
公
園
再
整
備
事
業

学
校
防
犯
カ
メ
ラ
設
置
事
業

環
境
衛
生
対
策
事
業

高
齢
者
の
生
き
が
い
と
健
康
づ
く
り
推
進
事
業

高
齢
者
生
活
支
援
事
業

災
害
対
策
事
業

地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
サ
ー
ビ
ス
・
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
促
進
事
業

地
域
介
護
予
防
活
動
支
援
事
業

地
域
福
祉
活
動
拠
点
事
業

認
知
症
施
策
推
進
事
業

包
括
的
支
援
事
業
（
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
運
営
）

防
災
情
報
通
信
強
化
事
業

防
犯
カ
メ
ラ
設
置
事
業

タ
ウ
ン
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
推
進
事
業

／

市
長
へ
の
手
紙
事
業

愛
し
き
稲
し
き
推
進
事
業
（
シ
テ
ィ
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
事
業
）

協
働
の
ま
ち
づ
く
り
啓
発
事
業
（
市
民
協
働
啓
発
事
業
）

協
働
の
ま
ち
づ
く
り
推
進
事
業
（
市
民
協
働
推
進
事
業
）

自
主
防
災
組
織
育
成
事
業

地
区
拠
点
施
設
に
お
け
る
地
域
づ
く
り
支
援
事
業

デ
ジ
タ
ル
行
政
推
進
事
業
（
Ｄ
Ｘ
）

ふ
る
さ
と
応
援
寄
附
金
事
業

企
業
立
地
推
進
事
業

契
約
検
査
管
理
事
務
事
業

公
共
施
設
再
編
・
施
設
管
理
事
業

（
公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
推
進
事
業
）

公
共
施
設
使
用
金
等
適
正
化
事
業

公
有
財
産
等
利
活
用
検
討
事
業

広
告
収
益
事
業

行
政
改
革
事
務
事
業

行
政
評
価
推
進
事
業

財
政
運
営
事
業

職
員
等
定
員
管
理
等
事
務
事
業

人
事
評
価
及
び
人
材
育
成
事
業

事業別目標達成度 プロジェクト別目標達成度平均 重点プロジェクト指標達成度平均

令和５年度事務事業評価調査 

※プロジェクト別目標達成度平均が 100％以上のものは 100％として算出しています。 

 
未来を拓く地域活性化 

プロジェクト 

77.2％ 

 
誰もが住みたい素敵なまち

プロジェクト 

81.3％ 

 

たくましく生きるいなしきっ子 

プロジェクト 

76.5％ 

 
笑顔がつながる子育て 

応援プロジェクト 

81.7％ 

 

住み慣れた場所で暮らしを支える

安心・安全プロジェクト 

77.8％ 

みんなが力を合

わせてつくる 

プロジェクト 

62.7％ 

 

広域の絆を生かした 

行政発展プロジェクト 

78.8％ 

基本方針Ⅰ 輝く未来のための投資 

プ
ラ
ン
の
策
定 

検
討
中 

検
討
中 

検
討
中 

環
境
整
備
の
実
施 

整
備
計
画
の
策
定 

検
討
の
結
果
実
施
せ
ず 

基本方針Ⅱ 市民目線での行政サービスの向上 
基本方針Ⅱ 市民等とともに歩む 

まちづくりの推進 
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２）総合戦略進捗状況 

 

①基本目標別事業数 

 総合戦略については、４つの基本目標に事業を位置づけ取組を進めています。 

基本目標 事業数 

１ 
稲敷市における多様な雇用を創出します 

＜雇用＞ 
12事業 

２ 
稲敷市へのひとの流れとともに、持続可能な地域づくりを推進します 

＜移住定住＞ 
9事業 

３ 
稲敷市らしさのある結婚・出産・子育ての支援を行います 

＜子育て＞ 
22事業 

４ 
心豊かな稲敷市での暮らしが実感できるプロモーションを展開します 

＜シティプロモーション＞ 
15事業 

 

②数値目標達成状況 

基本目標 数値目標 実績値 目標値 達成状況 

１ 雇用 雇用の創出 
342人 

（令和２～4年度） 
200人 

（令和２～５年度） 
達成 

２ 移住定住 社会増減数 
－201人 
（令和 4年） 

－200人 未達 

３ 子育て 合計特殊出生率 
1.03 

（平成２8～令和３年

度） 

1.43 

（令和２～５年度） 未達 

４ シティプロモー

ション 
若者市内居住希望割合 

46.5％ 
（令和３年度） 

50％ 未達 
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③総合戦略目標達成状況 

 

 

 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

企
業
立
地
推
進
事
業

稲
敷
東IC

周
辺
地
域
官
民
連
携
ま
ち
づ
く
り
推
進
事
業

稲
敷
工
業
団
地
開
発
推
進
事
業

市
民
の
た
め
の
創
業
支
援
事
業

商
工
業
振
興
事
業
（創
業
者
支
援
）

求
職
情
報
発
信
事
業

男
女
共
同
参
画
推
進
事
業

自
治
金
融
制
度

農
業
経
営
基
盤
強
化
促
進
事
業

地
域
お
こ
し
協
力
隊
を
活
用
し
た
新
規
就
農
者
育
成
事
業

農
産
物
振
興
事
業

農
地
中
間
管
理
事
業

若
年
夫
婦
及
び
三
世
代
同
居
マ
イ
ホ
ー
ム
取
得
支
援
，
リ
フ
ォ
ー
ム
支
援
事
業

子
育
て
世
帯
住
宅
建
設
事
業

民
間
住
宅
家
賃
補
助
事
業

配
水
管
新
設
事
業

／

未
加
入
者
加
入
推
進
事
業

空
き
家
バ
ン
ク
事
業

三
世
代
交
流
事
業

地
域
お
こ
し
協
力
隊
推
進
事
業

社
宅
等
整
備
支
援
事
業

田
舎
暮
ら
し
の
お
試
し
住
宅
事
業

妊
産
婦
支
援
事
業
（不
妊
治
療
費
助
成
等
、
電
子
母
子
手
帳
サ
ー
ビ
ス
）

乳
幼
児
健
康
支
援
事
業

子
育
て
支
援
セ
ン
タ
ー
事
業

利
用
者
支
援
事
業
（子
育
て
支
援
コ
ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ
配
置
、
マ
マ
フ
レ
）
／

子
ど
も
・子
育
て
支
援
事
業

フ
ァ
ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
事
業

放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
（放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
）

放
課
後
子
ど
も
教
室
推
進
事
業

予
防
対
策
事
業

子
ど
も
・子
育
て
支
援
事
業
（幼
児
教
育
・保
育
事
業
）

就
学
援
助
費
助
成
事
業

児
童
手
当
支
給
事
業

母
子
家
庭
高
等
職
業
訓
練
促
進
給
付
金
等
事
業

医
療
費
助
成
事
業
（市
単
独
助
成
分
）

奨
学
資
金
貸
与
事
業

外
国
語
指
導
助
手(A

L
T
)

配
置
事
業

／

英
語
検
定
料
等
補
助
事
業

防
災
教
育
推
進
事
業

姉
妹
都
市
交
流
事
業

理
科
支
援
員
配
置
事
業

／

ふ
る
さ
と
学
習
支
援
事
業

い
な
し
き
子
ど
も
大
学
事
業(

ア
ウ
ト
ド
ア
教
室
推
進
事
業)

出
会
い
サ
ポ
ー
ト
事
業

／

結
婚
新
生
活
支
援
事
業

ご
当
地
婚
姻
届
出
書
で
門
出
を
祝
う
事
業

／

婚
姻
フ
ォ
ト
フ
レ
ー
ム
の
プ
レ
ゼ
ン
ト
事
業

出
生
届
記
念
品
贈
呈
事
業

愛
し
き
稲
し
き
推
進
事
業
（シ
テ
ィ
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
事
業
）

地
域
お
こ
し
協
力
隊
推
進
事
業

ふ
る
さ
と
応
援
寄
附
金
事
業

企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
事
業

観
光
振
興
事
業

／

観
光
協
会
と
の
連
携

茨
城
Ｇ
Ｇ
活
動
支
援
事
業

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
事
業

広
域
行
政
推
進
事
業

地
域
公
共
交
通
対
策
事
業

広
域
公
共
交
通
確
保
事
業

／

高
速
バ
ス
誘
致
推
進
事
業

サ
イ
ク
リ
ン
グ
環
境
整
備
事
業

消
防
団
活
動
活
性
化
事
業

防
災
備
蓄
整
備
事
業

防
災
情
報
通
信
強
化
事
業

自
主
防
災
組
織
育
成
事
業

事業別目標達成度 基本目標別平均達成度

平均達成度  70.4％ 

基本目標１ 稲敷市における多様な 
雇用を創出します 

基本目標２ 稲敷市へのひ

との流れとともに、持続可能

な地域づくりを推進します 

基本目標３ 稲敷市らしさのある結婚・出産・子育ての 
支援を行います 

基本目標４ 心豊かな稲敷市での暮らしが実感でき
るプロモーションを展開します 

平均達成度  58.2％ 

平均達成度  76.5％ 
平均達成度  73.0％ 

雇用の創出  
目標値：200人（R２～R5） 
実績値：342人（R２～R4） 

社会増減数  
目標値：－200人（R5） 
実績値：－201人（R4） 

合計特殊出生率  
目標値：1.43（R5） 

実績値：1.03（H28～R3平均） 

若者市内居住希望割合 
目標値：50％（R5） 
実績値：46.5（R3） 

検
討
の
結
果
実
施
せ
ず 

事
業
廃
止 

新
型
コ
ロ
ナ
に
よ
り
派
遣
・
受
入
中
止 

令和５年度事務事業評価調査 

※達成度が 100％以上のものは 100％として算出しています。 
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３）行政改革大綱進捗状況 

 

①基本方針別取組状況 

 第４次稲敷市行政改革大綱は、以下の３つの基本方針に基づき、取組を進めています。 

 

基本方針 取組状況 

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
質
的
向
上 

（１）新たな技術・制度、

広域連携等の活用 
●コロナ禍においてデジタル行政の推進は着実に図られてい

る。 

●令和3年度からは行革・デジタル推進室の担当により、全庁

的な業務改善に取り組んでいる。 

●市民と行政が対面により実施する事業は、新型コロナウイル

ス感染症の影響を受け停滞。特に地域づくりや防災事業は

ポストコロナにおける工夫した取組が求められている。 

（２）適正な行政サービ

スへの移行 

（３）地域との協働の推

進 

効
率
的
な
行
政
運
営 

（１）柔軟性の高い組織

機構の構築 

●職員の定員管理に関しては、ほぼ計画通りに実施できてい

る。 

●多くの部署で事務量が年々増加している影響から、研修等

への積極的な参加が見られない。 

●スキルアップを望む若手人材は多くいるため、新たな研修へ

の職員参加を拡大させられる組織体制が望ましい。 

●職員の業務量が増えている原因の一つとして行政依存（サ

ービスの増）がある。市民協働のまちづくりについての意識

の醸成が必要。 

（２）働き方改革による

生産性の向上 

（３）協働によるまちづ

くりの推進 

持
続
可
能
な
財
政
基
盤 

（１）新たな時代に対応

する財政基盤の構築 

●ポストコロナを見据えた財政戦略方針を示し、将来的な歳

出削減とそれに向けた準備期間（一定の市民サービスを確

保しながらも歳出を抑制するための取組をすべき期間）を

設定した。 

●圏央道の効果により工業団地への企業誘致は好調。優良企

業や個人からのふるさと納税も比較的良い状況である。だ

が、個人からのふるさと納税は下降気味である。 

●人口減少による公共施設（小学校等）の跡地利活用が停滞

している。 

（２）積極的な財源確保

の推進と有効活用 

（３）協働活動の活性化

への支援 
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②行政改革大綱指標別目標達成状況 

 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

A
I

・R
P

A

の
導
入
（
新
規
導
入
業
務
数
）

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
交
付
枚
数

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
を
活
用
し
た
サ
ー
ビ
ス
数

業
務
改
善
の
取
組
み
開
始
と
進
捗
管
理

タ
ウ
ン
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
等
の
実
施
回
数

市
長
へ
の
手
紙
の
到
達
数

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
実
施
件
数

地
区
拠
点
施
設
（
地
区
担
当
職
員
配
置
施
設
）
の
設
置
数

防
災
訓
練
の
実
施
数
（
市
全
体
）

防
災
訓
練
の
実
施
数
（
行
政
区
）

自
主
防
災
組
織
の
組
織
数
（
延
べ
）

組
織
機
構
の
見
直
し

職
員
数

再
任
用
職
員
数

会
計
年
度
職
員
数

職
員
提
案
数

職
員
提
案
に
基
づ
く
事
業
化
数

研
修
会
実
施
数
（
人
事
評
価
者
・
被
評
価
者
）

研
修
参
加
者
数
（
人
事
評
価
者
・
被
評
価
者
）

県
自
治
研
修
会
受
講
者
数
（
専
門
的
研
修
）

職
員
研
修
実
施
数
（
市
民
協
働
）

中
長
期
財
政
見
通
し
の
公
表

外
部
評
価
の
実
施

実
施
計
画
書
の
策
定

電
子
入
札
の
運
用
促
進

市
税
の
収
納
率
（
市
民
税
・
固
定
資
産
税
・
軽
自
動
車
税
）

ク
レ
ジ
ッ
ト
納
付
等
の
実
施

市
税
現
年
度
の
収
納
率
の
向
上

国
民
健
康
保
険
税
の
収
納
率

ふ
る
さ
と
応
援
寄
附
金
額
（
実
質
収
支
額
）

企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
の
実
施

年
間
あ
た
り
の
広
告
収
入

新
た
な
取
り
組
み
に
よ
る
広
告
収
入
の
確
保

稲
敷
工
業
団
地
の
基
盤
整
備

企
業
誘
致
（
稲
敷
工
業
団
地
売
却
面
積
）

未
利
用
財
産
の
貸
付
や
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共
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児
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指
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事業別目標達成度 基本目標別目標達成度平均

基本方針１：行政サービスの質的向上 

（１）新たな技術・制度、広域連携等の活用 
（２）適正な行政サービスへの移行 

（３）地域との協働の推進 

基本方針１ 平均達成度
65.1％ 

基本方針2 平均達成度
69.9％ 

基本方針3 平均達成度
70.4％ 

基本方針２：効率的な行政運営 
（１）柔軟性の高い組織機構の構築 
（２）働き方改革による生産性の向上 
（３）協働によるまちづくりの推進 

基本方針３：持続可能な財政基盤 
（１）新たな時代に対応する財政基盤の構築 
（２）積極的な財源確保の推進と有効活用 

（３）協働活動の活性化への支援 

令和５年度事務事業評価調査 

※達成度が 100％以上のものは 100％として算出しています。 

 

新
型
コ
ロ
ナ
に
よ
り
実
施
で
き
ず 

基
本
方
針
の
策
定
・
環
境
整
備
の
実
施 

造
成
工
事
中 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

A
I

・R
P

A

の
導
入
（
新
規
導
入
業
務
数
）

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
交
付
枚
数

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
を
活
用
し
た
サ
ー
ビ
ス
数

業
務
改
善
の
取
組
み
開
始
と
進
捗
管
理

タ
ウ
ン
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
等
の
実
施
回
数

市
長
へ
の
手
紙
の
到
達
数

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
実
施
件
数

地
区
拠
点
施
設
（
地
区
担
当
職
員
配
置
施
設
）
の
設
置
数

防
災
訓
練
の
実
施
数
（
市
全
体
）

防
災
訓
練
の
実
施
数
（
行
政
区
）

自
主
防
災
組
織
の
組
織
数
（
延
べ
）

組
織
機
構
の
見
直
し

職
員
数

再
任
用
職
員
数

会
計
年
度
職
員
数

職
員
提
案
数

職
員
提
案
に
基
づ
く
事
業
化
数

研
修
会
実
施
数
（
人
事
評
価
者
・
被
評
価
者
）

研
修
参
加
者
数
（
人
事
評
価
者
）

県
自
治
研
修
会
受
講
者
数
（
専
門
的
研
修
）

職
員
研
修
実
施
数
（
市
民
協
働
）

中
長
期
財
政
見
通
し
の
公
表

外
部
評
価
の
実
施

実
施
計
画
書
の
策
定

電
子
入
札
の
運
用
促
進

市
税
の
収
納
率
（
市
県
民
税
・
固
定
資
産
税
・
軽
自
動
車
税
・
た
ば
こ
税
）
の
維
持

ク
レ
ジ
ッ
ト
納
付
等
の
実
施

市
税
現
年
度
の
収
納
率
の
向
上

国
民
健
康
保
険
税
の
収
納
率

ふ
る
さ
と
応
援
寄
附
金
額
（
実
質
収
支
額
）

企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
の
実
施

年
間
あ
た
り
の
広
告
収
入

新
た
な
取
り
組
み
に
よ
る
広
告
収
入
の
確
保

稲
敷
工
業
団
地
の
基
盤
整
備

企
業
誘
致
（
稲
敷
工
業
団
地
売
却
面
積
）

未
利
用
財
産
の
貸
付
や
売
却
推
進

公
共
施
設
使
用
金
等
見
直
し
基
準
の
策
定

手
数
料
・
使
用
料
の
改
定

公
共
施
設
長
寿
命
化
計
画
に
中
期
目
標
を
入
れ
る

公
立
幼
児
施
設
適
正
配
置
基
本
方
針
を
策
定
、
方
針
に
基
づ
く
環
境
整
備

指
定
管
理
者
制
度
の
導
入
数
（
新
規
）

民
間
委
託
移
行
業
務
（
新
規
）

協
働
の
支
援
事
業
の
施
行
数

補
助
金
交
付
要
綱
等
の
制
定
率

補
助
金
適
正
化
委
員
会
と
事
務
事
業
外
部
評
価
委
員
会
の
統
合

事業別目標達成度 基本目標別目標達成度平均

実
績
な
し 

実
績
な
し 

新
た
な
広
告
収
入
な
し 

新
規
の
導
入
な
し 

新
規
の
移
行
業
務
な
し 

未
実
施 

公
共
施
設
の
使
用
料
改
定
検
討
中 


	第1回審議会_資料4_P1_これまでの取組の検証等〇
	04_資料4_P2_数値目標及び事業等の達成状況
	第1回審議会_資料4_P3_達成状況調査結果報告



